
事業年度 毎年4月1日～翌年3月31日

定時株主総会 毎年6月開催

基準日

定時株主総会 　毎年3月31日
期末配当金 　毎年3月31日
中間配当金 　毎年9月30日

その他必要があるときは、あらかじめ公告して定めた日

株主名簿管理人及び特別口座の口座管理機関
東京都千代田区丸の内一丁目4番1号　三井住友信託銀行株式会社

株主名簿管理人事務取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目4番1号　三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

株式に関する住所変更等のお届出及びご照会について

本冊子は環境に配慮するため、適切に管理された森林資源を原料
としたFSC®認証用紙に、植物油インキで印刷しています。

創業年月日 1978年11月30日
住所 東京都港区港南二丁目15番3号（品川インターシティＣ棟）
資本金 37億7千6百万円
代表者 代表取締役社長　安中 正弘
従業員数 550名（連結686名）
事業内容 情報処理機器、通信機器、事務用機器、産業用機械設備

その他各種機器・設備等のリース、割賦及びファクタリング、
融資、集金代行業務等

取引銀行 三井住友銀行 三井住友信託銀行 三菱東京UFJ銀行　
みずほ銀行 日本政策投資銀行  その他

会社情報 株主メモ（2016年3月31日現在）

役員一覧（2016年4月1日現在）
代表取締役社長 安中　正弘
代表取締役 今関　智雄
取締役 青木　良三
取締役（非常勤） 名和　高司

青木　克寿
板谷　正德
諏訪原　浩二

監査役（常勤） 渋谷　辰興
井上　純一

監査役 船津　義和
木崎　雅満

発行可能株式総数 86,000,000株
発行済株式総数 21,533,400株
1単元の株式数 100株
株主の総数 17,492名

株式の状況（2016年3月31日現在）

大株主の状況

http://www.necap.co.jp/ir/

（2016年3月31日現在）

株主名

IRサイトのご案内

所有株式数（株）所有比率（%）
日本電気株式会社

当社のIR情報は、こちらのURLからご覧いただけます。

8,110,000
三井住友ファイナンス＆リース株式会社 5,390,000
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）

787,500
406,800

37.66
25.03

3.65
1.88

206,500 0.95

立花証券株式会社

日本証券金融株式会社

371,800 1.72

ＣＢＮＹ ＤＦＡ ＩＮＴＬ ＳＭＡＬＬ ＣＡＰ ＶＡＬＵＥ ＰＯＲＴＦＯＬＩＯ
（常任代理人 シティバンク銀行株式会社） 177,179 0.82

ＢＮＹ ＧＣＭ ＣＬＩＥＮＴ ＡＣＣＯＵＮＴ ＪＰＲＤ ＡＣ ＩＳＧ（ＦＥ－ＡＣ）
（常任代理人 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行） 300,108 1.39

三井住友信託銀行株式会社
住友生命保険相互会社

200,000
200,000

0.92
0.92

証券会社に口座を開設されている株主様は、住所変更等のお届出及びご照
会は、口座のある証券会社宛にお願いします。証券会社に口座を開設され
ていない株主様は、下記の電話照会先にご連絡下さい。

特別口座について
株券電子化前に「ほふり」（株式会社証券保管振替機構）を利用されていな
かった株主様には、株主名簿管理人である上記の三井住友信託銀行株式会
社に口座（特別口座といいます。）を開設しました。特別口座についてのご照
会及び住所変更等のお届出は、上記の電話照会先にお願いします。

郵便物送付先
〒168-0063 東京都杉並区和泉二丁目８番４号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

電話照会先
0120-782-031

インターネットホームページURL
http://www.smtb.jp/personal/agency/index.html

公告の方法
当社のウェブサイトに掲載する。〈http://www.necap.co.jp/〉

上場証券取引所
東京証券取引所第一部

証券コード 8793

証券コード：8793
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 品川インターシティC棟
NECキャピタルソリューション株式会社

コミュニケーション部　行

東京都港区港南二丁目15番3号  

あてはまる項目に○をして下さい。

ご職業 1）会社員　2）会社役員　3）公務員・非営利団体職員　
4）自営業　5）パート・アルバイト・フリーター　
6）主婦・家事手伝い　7）学生　8）無職・定年退職　
9）その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

1）100株未満　2）100株～199株　3）200株～299株  
4）300株～499株　5）500株～999株　6）1,000株以上

性　別 1）男性　   2）女性

年　齢

当社株式の保有数

1）29歳以下　 2）30代　  3）40代　
4）50代　  　  5）60代　  6）70歳以上

ありがとうございました。
2016.6 作成

ご意見・ご要望をお聞かせください。

今回の株主通信をご覧になってどのように感じられましたか？

Q5

今後の当社株式に対し、どのような方針をお持ちですか？Q1

Q4

アンケートにご協力お願いします。

  1）買い増し　　2）長期保有　　3）売却　　4）未定　
  5）その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   ）

・内容　　　　1）良い　　　　　2）普通　　　　3）物足りない
・情報量　　　1）適当　　　　　2）多い　　　　3）少ない
・読みやすさ　1）わかりやすい　2）普通　　　　3）わかりにくい
・デザイン　　1）良い　　　　　2）普通　　　　3）良くない

株式の「買い増し」を検討するポイントは何ですか？
（複数選択可）

Q2

  1）将来性　　2）収益性　　3）安定性　4）経営方針　
  5）事業内容　6）財務内容　7）業績　　8）配当　　9）株主優待　
10）株価　 　11）その他（　　　 　　　　 　　　　　　　　　　　  ）

今回の株主通信で興味を持った記事をお選びください。
（複数選択可）

Q3

  1）KEY FACT　　2）私たちの履歴書　　3）トップメッセージ　
  4）CSVプロジェクト・ファイル　　5）プロフェッショナルに聞く　
  6）グループ会社紹介　　7）決算ハイライト・セグメント別概況　
  8）IR Café

CONTENTS 私たちの
履歴書

株式上場を果たし、
更なる成長への第一歩を踏み出す。

当社では、社員のワークライフバランスを支援し、育児
や介護に関わる各種の休職制度を整えると共に、ストレ
スチェックの実施や外部委託カウンセリングの導入等、
仕事と家庭の両立がしやすい職場環境を整備してい
ます。特に近年では、時短勤務の期間延長や女性のラ
イフステージに合わせて仕事の役割を柔軟に変更でき
るようにする等、女性社員の活躍促進を支える環境づく
りに注力しています。このような取り組みの結果、育児休
業取得者の職場復帰率は、2010年以降、100％を継続
しています。

当社は設立以来、社会や環境の変化に対応しながら、サービス領域を拡大してき
ました。このコーナーでは、当社の約40年にわたる歴史の中でも、大きな転換期と
なった出来事を、それぞれの時代背景とあわせて紹介しています。

　NEC製品の販売金融機能を担う「メーカー系リース
会社」として1978年に設立した当社は、健全な資本内
容と安定した収益力を活かして、企業成長を図ってまい
りました。
　創業から27年目となる2005年2月には、東京証券
取引所第二部に上場※を果たし、それからわずか1年後
の2006年3月には第一部銘柄指定となりました。
　株式上場の狙いは、大きく2つありました。ひとつは、
言うまでもなく「資本力の増強」です。上場によって資
本の更なる充実・安定化を図ることで、中長期的な展望
のもと、大規模事業や新事業への参画、将来の成長に
向けた投資が可能になりました。
　もうひとつは「独立性の確保」です。それまでは、
NECグループが築いてきた優良な顧客基盤の共有や、

株主の皆様との「対話」を推進するため、アンケー
トはがきを同封しています。アンケートを通じて、
皆様の当社に対する関心事やご要望等を把握し、
今後のIR活動の充実
や、よりわかりやす
い情報提供等に役立
てていきますので、
是非、ご回答下さい。

グループ各社との
協働提案等を強み
としてきましたが、
更なる発展のため
には自立的・自律的
な成長が欠かせま
せん。株式市場への
上場は、NECグループに依存するのでなく、グループ
各社の“対等なパートナー”として、より高度で専門的な
金融サービスを提供すると共に、NECグループ外の企
業に対するサービス領域を拡充していくことで、真の金
融ソリューション企業へと成長していくために必要な第
一歩だったのです。
※上場当時の社名は「NECリース株式会社」

結婚・出産後も活躍できる
環境づくりによって、

を継続。

育児休業復職率

アンケートにご協力お願いします

1980s 1990s 2000s 2010s

KEY
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連結業績

売上高

経常利益

親会社株主に帰属する
当期純利益

1,900億円

55億円

35億円

2,026億円

60億円

33億円

2,050億円

60億円

35億円

次期業績予想計画値

6.6%増

9.1%増

5.7％減

計画比当期実績

➡業績詳細については、P11からの決算ハイライトをご覧下さい。

2016年6月
代表取締役社長

安中 正弘

激変する国内金融環境の中、
売上高、経常利益共に
期首目標を達成。持続的に
成長可能な企業への変革を
推し進めてまいります。

トップメッセージ

　当期においては、新たなベンダーファイナンスプロ
グラムを軸とした「スマートリース」事業の立ち上げ
を実施しました。また、東南アジア地域現地法人に
よる海外ビジネスでは、営業資産を積み上げ、黒字
化が見えてきました。更に、各地域での地道な営業
努力により安定的な顧客基盤の拡大が果たせまし
た。これらの結果として、利益の源泉である営業資産
を2年連続で増やすことができたと共に、将来の業績
拡大に向けた準備が整ってきたと感じております。
　また、子会社である株式会社リサ・パートナーズは、
株式公開買付から約5年が経過し、安定的な収益を
出せる企業体質に変革を遂げ、グループ業績を支え
る存在となっております。
　今期は「中期計画2014」の最終年度として、PFI・
PPP※事業及び環境・再生エネルギー事業推進の部
門を立ち上げる等、更なる企業成長に向けて尽力し
ていく所存です。

　当期（2016年3月期）の国内経済は、新興国の景
気減速や政策主導の低金利状況の継続により、非常
に不透明感の強い事業環境となりました。日本の
リース業界におけるリース取扱高も、年間では前期
比5.7％増と回復基調となりましたが、期末の3月単
月では10%減となる等、足元の動向は不安定感を
増しております。
　このような中、当社の当期業績は、売上高は前期比
5.2％減の2,026億円、経常利益は前期比27.4％増
の60億円、当期純利益は前期比18.4％増の33億
円となりました。
　売上高は、前期にヘルスケア関連の不動産売却が
あったことから減収となっておりますが、期首計画の
1,900億円を上回る結果となりました。
　経常利益は、与信関連費用の戻入の減少等が発
生したものの、円高の進行による為替評価益発生に
より、前期比増益、かつ期首計画の55億円を上回る
実績となっております。金融業特有の一過性要因を
除いた業績でも前期比増益であり、企業として確実
な成長を図ることができております。

　当期は、「中期計画2014」の2年目として諸施策
を着実に遂行してまいりました。

　今期は「中期計画2014」の最終年度にあたりま
すが、国内経済は、中国経済及び資源国経済を始め
とした世界的な景気減速、年初からの急激な円高・株
安による企業収益の下振れ懸念により不透明感を増
しております。これを受けて、お客様企業も投資に慎
重な姿勢に転じております。加えて、日銀のマイナス
金利導入の影響等により想定以上の金利低下が起
こる等、中期計画立案当初には見込んでいなかった
厳しい状況へと変化しております。このような状況を
総合的に勘案し、今期の業績目標を中期計画目標の
経常利益70億円から60億円に修正させていただき
ました。
　この60億円を必達目標として取り組み、更に今後
も持続的に成長できる企業への変革を全社一丸とな
り推し進めてまいりますので、株主の皆様には引き
続きご理解とご支援を賜りますよう、よろしくお願い
申し上げます。

厳しい事業環境の中、
売上高、経常利益目標を達成

中期計画2014の諸施策により
営業資産が増加

経常利益60億円を
必達目標として取り組みます

※ PPP（Public Private Partnership）は官公庁と民間事業者がパート
ナーを組んで事業を行うこと。PFI（Private Finance Initiative）はPPP
の手法のひとつ
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※石炭は僅少のため表示されません。

2010年

（29位）
19.9％

2011年

（33位）
11.2％

2012年

（33位）
6.0％

再生可能
エネルギー

水力

原子力

天然ガス

原油

石炭

出典：IEA「Energy Balance of OECD Countries 2013」を基に作成

浜松新電力への出資割合のうち、
50%は地域の自治体や企業・団体
等で構成されています。

浜松市長　鈴木 康友 氏

連載特集
再生可能エネルギー
CSV（Creating Shared Value：共通価値の創造）とは、事業収益の拡大と
社会価値の創出を両立させること。当社はリースを核とする金融ノウハウを活かし、
お客様と共に社会課題の解決に取り組む“CSV経営”を推進しています。
本コーナーでは、その実践事例を社会課題と共に紹介していきます。

官民連携
CSVプロジェクト・ファイル

請求・補助金の申請といった事業体運営業務を一括
して担っています。

　エネルギーに不安のない、強靭で低炭素な地域社
会づくりを目指す浜松市の取り組みは、政令指定都
市では全国初の大規模な事例として注目を集めてい
ます。
　当社は、これまでも再生可能エネルギー事業に注
力してきましたが、その基盤の上に今回のプロジェク
トで地方自治体との連携事業モデルが加わりました。
更に2016年4月には再生可能エネルギーを始め、
様々なエネルギー領域への取り組みを加速させるた
めに「環境・エネルギー推進部」を新設し、国内各地の
環境配慮型都市づくりに積極的に参画していきます。

　近年、世界的なエネルギーの需要増大や温室効果
ガスの増加等によって、太陽光や風力等を利用した
再生可能エネルギーの必要性が高まっています。
　日本においても、CO2排出量の削減やエネルギー
自給率の向上をもたらす再生可能エネルギーは大き
な期待を集めています。更に災害時のライフライン

確保や地域経済活性化の観点からも、地域内で発電
した再生可能エネルギーを地域内で消費する「エネ
ルギーの地産地消」が注目されています。
　こうした中2016年4月から電力自由化が始まり、
国内各地で取り組みが活発化しています。

　環境配慮型の都市づくりを目指す浜松市では、全
国トップクラスの日照時間の長さを活かし、太陽光発
電を導入してきました。2015年には、市内で発電さ
れた再生可能エネルギー電力を買い取り、市内の需
要家に販売する電力会社を設立しました。
　この新会社設立に当社も資本参加し、官民連携事
業で培ってきたノウハウを活かして重要な役割を果
たしました。特に事業の立ち上げにあたっては多くの
関係者間の合意形成が必要で、関係者それぞれの要
望に真摯に対応しながら、速やかな会社設立の実現
を後押ししました。また、事業開始後も電力の需給動
向を踏まえた最適な買取・販売価格の算定や支払い・

2

自然の恵みを活かした
再生可能エネルギーの普及拡大へ

官民連携のノウハウを活かして
浜松市における新電力会社の設立に参加 様々な社会課題の解決につながる

エネルギーの地産地消を国内全土に

「浜松版スマートシティ」の実現を目指して
　東日本大震災以降、浜松市では、直ちにエネル
ギーの専門部署を設置し、再生可能エネルギーの導
入を中心に、エネルギー政策を積極的に取組んできま
した。その結果、太陽光発電の導入量日本一を達成
するなど大きな成果を上げることができました。
　昨年度は、（株）浜松新電力やスマートシティ推進
協議会を設立するなど、民間
活力を最大限活かした新た
な展開を推進しております。
今後は、官民連携によるエネ
ルギー政策を推進することに
より浜松版スマートシティの構
築を図り、日本をリードしてい
きたいと考えております。

日本のエネルギー自給率の推移

浜松新電力による“エネルギーの地産地消”の仕組み

他の電力会社

市内公共施設

市内需要家

●中部ガス株式会社
●市内金融機関（2社）
●市内建設会社等（3社）

●浜松市（エネルギー施策の推進）
●株式会社NTTファシリティーズ（電力の需給管理）
●NECキャピタルソリューション（会社運営業務）

メガソーラー発電等

地産 地消

出資

運営出資

買電 株式会社
浜松新電力

売電
（株）ＮＴＴ
ファシリ
ティーズ

ＮＥC
キャピタル
ソリューション

市内金融機関（2社）

浜松市

中部ガス（株）

市内
建設会社等

（3社）
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ベンダーファイナンスとは？
支払い方法の提案も含めた販売手法のことで、「販売金融」とも呼ばれます。
当社が金融の専門知識を活かしたファイナンスプログラムを提供すること
で、ベンダー（販売事業者）の販売力が向上すると共に、ユーザー（製品購入
者）にとっても金融面でのメリットがある等、ベンダー、ユーザー双方のお役
に立っています。

ユーザー（製品購入者）ベンダー（販売事業者）

そこで、決算資料や取引実績、資本関係等を綿密に

調査し、案件ごとのリスクを見極めた上で、契約期間

や支払い回数等について助言しています。

　この仕事でまず求められるのは、ただ資料を収集・

整理するだけでなく、そこから事業経営や資産の状

況を的確に読み取ることです。学生時代は会計学を

専攻しており、数字を読み解くことに面白みを感じて

いましたので、今の仕事は非常にやりがいがあります。

　加えて、調査に必要な資料を収集する力も不可欠

です。配属当初、あるユーザーの情報が乏しくて困っ

ていたところ、社内の専門部署から「自ら開示してい

る資料だけでなく、新聞記事等客観的な資料も調べ

るべき」と教えていただきました。それ以来、より広い

視点で情報を集めるよう努めています。

用負担が課題となっていました。そこで当社はベン

ダーファイナンスを提案し、リースによる提供を可能

にしました。これによって導入するお客様は初期費用

を抑えられ、成約数が大きく増加しました。

　私自身、東日本大震災発生時には仙台に住んでお

り、万一の際の飲料水確保の重要性は痛感している

ため、このような社会課題に応える製品の普及拡大に

携われたことに、大きな喜びと誇りを感じています。

　私は主に「与信業務」を担当していますが、リース

や割賦販売の契約を結ぶにあたっては、ユーザー（製

品購入者）の支払い能力を把握する必要があります。

　私たちが提案している「ベンダーファイナンス」と

は、製品を販売する事業者（ベンダー）が、その販売

の際にリースや分割払い等の金融サービスを組み

合わせて提案できるようにする手法のことです（図

参照）。

　私が担当している株式会社ウェルシィ様（以下、

ウェルシィ様）は、くみ上げた地下水を安全・安心な飲

料水として供給する「地下水膜ろ過システム」を主力

製品として販売しています。防災意識の高まりを受け

て、官公庁等から多くの引き合いがありますが、施設

の設置を伴う大規模なシステムだけに、導入時の費

　当社の豊富なお客様の中からウェルシィ様のシス

テムに興味を持つであろう企業を紹介したり、海外展

開を金融面から支援したりと、同社の事業発展に多

角的に貢献していくことが、当面の目標です。

　また、ウェルシィ様以外のお客様にもベンダーファ

イナンスを提案し、その仕組みづくりから携わってい

きたいと考えており、新規のお客様開拓に挑戦して

います。そのために、貸金業務取扱主任者の資格取

得を通じて知見を深めましたし、今後は更に、お客

様の課題を見抜く分析力や提案力、信頼関係づくり

のためにコミュニケーション力に磨きをかけていきた

いです。

現在の仕事内容を教えて下さい。

金融ノウハウを活かして、
お客様の販売活動を支援しています。

Q
A

実際の業務にあたって、
どのような専門性が求められますか？
購入者の信用力を把握するための
会計知識や調査力が問われます。

Q
A

これまでの経験を踏まえた
今後の目標について教えて下さい。
担当顧客の成長に寄与する一方で、
新規顧客の開拓にも挑戦していきます。

Q
A

当社の競争力の源泉となる“プロフェッショナル”を紹介するこのコーナー。
第2回は、「ベンダーファイナンス」の分野で、
目覚ましい成長を遂げつつある若手女性社員を紹介します。

顧客企業から信頼されるパートナーとして
更なる発展を支えていきたい。

プロフェッショナルに聞く

加藤 明里 （かとう あかり）

ベンダーファイナンス営業本部　ベンダーファイナンス営業部　第一グループ

NECキャピタルソリューション

●リースや割賦の提供
●信用調査による
与信供与

●製品提供
●最適な支払い
方法の提案

●リース・分割支払い等
の契約支援

必要な製品を、
費用負担を抑え
て導入できた！

より多くのお客
様に購入いただ
けた！
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リサ・パートナーズが持つ「機能」と「ノウハウ」

全国に広がるネットワークを駆使して、お客様に最適な解決策を提供

幅広い分野の
プロフェッショナル

投融資 アドバイザリー
金融

建築

法律

不動産

会計

税務

●事業活動への投融資
●債権への投資
●不動産への投資

●事業成長支援
●資本効率改善支援
●債権の評価・回収
●不動産の鑑定・活用支援

京都茶の宿 七十七 二条邸・二条別邸（京都）

知床グランドホテル北こぶし（北海道）

ホテル五龍館（長野）

篠山城下町ホテル「NIPPONIA」（兵庫）

リサ DBJ

観光活性化マザーファンド

地域子ファンド 地域金融
機関等

地域の観光関連事業者

REVIC
業務支援／
地域連携支援

出資

出資

出資

出資

投融資 投融資

投融資

出資

ホテル/旅館 特産品生産会社 地域交通機関

北海道：宿泊施設
長野：宿泊施設
岐阜：酒造業
京都：宿泊施設
兵庫：古民家再生事業

千葉・江戸優り佐原観光活性化ファンド
しずおか観光活性化ファンド
奈良県観光活性化ファンド
九州観光活性化ファンド
沖縄活性化ファンド

地域子ファンド等の設立

マザーファンドの直接投融資

グループ会社紹介

株式会社リサ・パートナーズ

地域活性化への取り組み
を支える立役者 “観光大国日本”の実現へ

国内各地で観光産業の成長を支援するため、
観光活性化マザーファンドを設立。

　2010年に当社グループに加わった株式会社リサ・
パートナーズ（以下、リサ）は、1998年の設立以来、
顧客企業の抱える経営課題に対し、資金面で支援す
る「投融資」と、金融・不動産を軸に専門的見地から助
言する「アドバイザリー」の両面から、解決策を提供し
てきました。
　事業成長支援から資本効率改善、債権の健全化や
不動産の有効活用まで、幅広い課題に一社で対応で

きるのは、各専門分野のプロフェッショナルが多数在
籍・活躍するリサならではの強みです。中でもリサが
得意としているのが、170を超える地域金融機関との
ネットワークを活かした地域企業の活性化支援です。
　近年では、政府の方針として「地方創生」があげら
れるように、地域ごとの魅力を活かした経済活性化が
重要な社会課題となっています。リサが培ってきた幅
広い知見や豊富なノウハウが、当社グループにおける
地域活性化への取り組みを加速させています。

　交通や宿泊・飲食・物販等周辺産業への波及効果が
大きい観光産業は、地域経済を活性化させるカギとな
る分野です。そこでリサは2014年3月、日本政策投資
銀行（DBJ）、地域経済活性化支援機構（REVIC）と
共に「観光活性化マザーファンド」を設立しました。
　同ファンドを通じて、国内各地で、地域ごとの豊かな
観光資源を活かした経済活性化に貢献することで、観
光大国としての日本経済の成長に寄与していきます。

「投融資」と「アドバイザリー」の機能を兼ね備え、
地域企業の活性化支援に強みを持つ投資銀行。
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前年比増減のポイント

与信
関連費用
戻入減

賃貸・割賦
粗利益減

減損損失
他 販管費減

18

12

7 3
その他

粗利益増

2

資金
コスト減

4

ヘルスケア
関連

収益増

4
4

リサ事業
収益増

9
営業外
収益増

（為替差益）

25

増益要因減益要因

経常利益

47

経常利益

60

■■ 賃貸・割賦事業　　 ■■ ファイナンス事業
■■ リサ事業　 　　　 ■■その他の事業

0

2,000

4,000

6,000

8,000 7,178

15/3末 16/3末

1,740

4,586

6,192

14/3末

1,352

4,378

1,978

368

4,769

379

営業資産残高

経常利益の主要増減要因（単位：億円）

（単位：億円）

売上高 2,026億円 前期比
5.2%減

営業資産
残高

うち賃貸・割賦事業

7,494億円 前期比
4.4%増

4,769億円
前期比
4.0%増

親会社株主に帰属する
当期純利益 33億円 前期比

18.4%増

2,026

2,139

16/3期

15/3期

16/3期

15/3期

16/3期

15/3期

0 600 1,200 1,800 2,400
（億円）

60

47

0 15 30 45 60
（億円）

33

28

0 10 20 30 40
（億円）

経常利益 60億円 前期比
27.4%増

成約高 4,964億円 前期比
13.1%増

契約
実行高 5,072億円 前期比

13.5%増

31 430 426
425

貸付
収益増

16/3期15/3期

7,494

（累計） （累計）

当期業績のポイント
●売上高は、前期の大型不動産売却の反動で減収となるも、期首計画を達成。
●経常利益は、為替差益の計上等により、増益。
●成約高・契約実行高共に増加し、営業資産残高も伸長。

決算ハイライト

ポイント
❶

❶
返済不能のリスクに備えて事前に計上した貸倒引
当金等の与信関連費用は、お客様の信用状況の改
善等によって戻入（利益として計上）されます。前期
に戻入があった反動が、大きな減益要因となってい
ます。

与信関連費用の戻入の減少

前期末比で4.4％増加して7,494億円となり
ました。主事業である賃貸・割賦事業は4.0％
増加しています。

■賃貸・割賦事業
官公庁、民需共に堅調に推移し183億円（4.0％）の
増加となりました。

■ファイナンス事業
グローバル事業の展開に伴う外貨建融資の増加や、
製造業を中心としたファクタリングの増加により238
億円（13.7％）の増加となりました。

■リサ事業
販売用不動産の売却等により57億円（13.4％）の
減少となりました。

■その他の事業
ヘルスケア関連の販売用不動産の減少等により47
億円（11.0％）の減少となりました。

期末時点の為替レートが円高傾向となったことによ
り外貨建リース物件での為替評価益が発生したこと
が大きな増益要因となっています。

上記以外にもリサ事業での増益や資金コストの減少
等により、前期比27.4％の増益となりました。

為替差益の計上ポイント
❷

❷

前期にヘルスケア関連不動産の売却があった反動で減収
となりましたが、これは織り込み済みであり、期首の計画は
達成できました。

経常利益の増加により増益となりましたが、税制改正の影
響に伴い期首計画は未達となりました。

与信関連費用の戻入益の減少や、賃貸資産に関わる減損
損失の計上があったものの、為替差益の計上により増益と
なりました。

4.4
%増

4.0
%増
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1株当たり配当額

22.0円22.0円 44.0円
期末第2四半期末 年間

22.0円22.0円 44.0円

81.7% 2.4%

7.0% 8.9%

15/3期 16/3期 増減率

営業損益 43億円71億円 40.3%減

売上高 1,656億円 1.1%減1,674億円 売上高

15/3期 16/3期 増減率

48億円 11.1％増

営業損益 20億円
43億円

23億円 15.2％減

売上高

15/3期 16/3期 増減率

143億円 73.3％増

営業損益 ▲1億円
82億円

▲16億円 ―

15/3期 16/3期 増減率

売上高 181億円 46.8％減340億円

営業損益 3億円▲3億円 ―

16/3期実績
17/3期計画

セグメント別概況

株主総会 「お土産」の取りやめについて

皆 様 の 声 を 誌 面 に 反 映 し ま し た ！

　昨年まで株主総会にご出席の株主様へお配りしておりましたお土産は、本年より配布を取りやめとさせて
いただきます。なにとぞご理解下さいますようお願い申し上げます。

賃貸・割賦事業

リサ事業

ファイナンス事業

その他の事業

多くの方から同様のご指摘をいただきました。専門用語は
なるべく平易な表現とし、またカタカナの使用を極力控え
る等、当社について、皆様にわかりやすくお伝えできるよう
努めました。この編集方針を今後も続けてまいります。

引き続き、様々な社員を取り上げてまいります。今号では、
日々奮闘を続ける若手女性社員をご紹介しました。当社で
は、女性採用の強化や教育・制度の充実化等、女性の活躍
を推進しています。

IR Café
I R カ フ ェ

株主様の 声

売上高は小口リース事業撤退の影響により微減となりま
した。営業利益については、前年度に与信関連費用の戻
入があった反動及び減損損失の発生により減少しました。

情報・通信機器、事務機器、産業用機械等のリース、レンタル、及び割賦販売等

●事業の概況

●サービス品目

売上高は営業貸付金から得られる収益の増加により増収
となりました。営業利益は与信関連費用の戻入が減少し
たこと等により減益となりました。

企業向け貸付、ファクタリング、営業目的で収益を得るために所有する有価証
券の投資業務等

●事業の概況

●サービス品目

売上高は販売用不動産や営業投資有価証券の売却により
増収となりました。営業利益は、単体では黒字ですが、の
れん償却の影響により連結ベースでは損失となりました。

株式会社リサ・パートナーズが行っているプリンシパル(自己勘定)投資、ファンド
業務、インベストメントバンキング業務等

安定配当の維持を基本に、利益の状況や事業環境、配当性向
等を総合的に勘案しながら利益還元を行う方針です。当期の配
当については、安定的な経営基盤の確立と、将来に向けた財務
体質強化と内部留保金の充実を図るため、従来通りを計画して
います。

●事業の概況

株主の皆様への利益還元について

●サービス品目

売上高は前期にヘルスケア関連の販売用不動産の売却
があった反動により減収となりました。営業利益は粗利
益の増加により黒字となりました。

中古品売買、手数料収入、回収代行、ヘルスケア関連業務、太陽光発電業務等

●事業の概況

●サービス品目

今後も皆様のご意見を頂戴しながら内容の充実を図ってまいります。

専門用語が難しいので、
わかりやすくする工夫をお願いします。

社員の声が掲載されていて
身近に感じました。

文章よりもグラフ、写真等を
多用してほしいです。

株主の声が反映されていて、
好感を持ちました。その他のご意見 大変読みやすく、興味を持って

読むことができました。

株主優待 本年度の株主優待について
　昨年同様、「インターネットを活用したオンラインギフト」とさせていただきます。株主の皆様からいただいた
ご意見を反映し、紙カタログのお取り寄せや電話、ファックスでのご注文がしやすくなるようにしました。
　また、社会貢献型株主優待制度として、優待品相当額を「東日本大震災義援金」へ寄付いただける仕組み
についても昨年同様、優待ご注文時にお申し出いただく形式となっております。
　優待品申込みのご案内は2016年度株主優待対象の株主様宛に7月上旬頃発送しますので、詳細はそち
らでご確認下さいますようお願い申し上げます。
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